
するという意見もありますが、容

易なことではありません。

第２部では、経営レベルの生産

性向上策として、①ITの一層の活

用、②グローバルなコミュニケー

ション能力の向上、③製造業のノ

ウハウの活用、の３点を示した上

で、特定業種へのアプローチとし

て小売業・卸売業について検討を

行いました。小売業・卸売業は就

業人口が多く経済に占める割合も

高いのですが、人口減少とともに

市場も縮小していくと予想されま

す。そうした状況下であっても、

顧客ニーズの把握と活用、サプラ

イチェーン全体の見直しなど、さ

まざまな生産性向上策があること

がわかったのは収穫です。

2007年度は、サービス産業に焦

点を当てた委員会は経済同友会と

して初めてということもあり、総

論的な提言となりました。2008年

度も引き続き委員長を務めること

になりましたので、今回の提言を

ベースに活動していきたいと思っ

ています。例えば、今回の提言で

明らかになった地方の問題や中

小・零細企業の課題などを深く掘

り下げていきたいと考えています。
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第１部で示したサービス産業の

構造的な問題のひとつは、参入障

壁の低さです。そのため、必然的

にプレーヤーが増え、中小・零細

企業の数も多くなります。また、

個々の企業の生産性が低いため全

体としても低迷してしまうのです。

本来なら非効率な企業が退出して

いくという“新陳代謝”が進まな

ければなりませんが、規制や補助

金・コストなどが退出のインセン

ティブを削いでおり、そうした企

業が存続しやすい環境になってい

ます。政府が果たすべき役割は、

この新陳代謝を促す仕組みづくり

です。もうひとつの構造的な課題

は、都市部に比べて地方のサービ

ス産業の生産性が低いという点で

す。地方の都市化を進めれば解決

問題意識は政府も共有
構造的な課題を浮き彫りに

委
員
長
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構造的な課題を克服し
日本の明るい未来を拓きたい
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三井住友フィナンシャルグループ
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サービス産業の生産性向上委員会（2007年度）

非効率な企業の退出を促し
新陳代謝が進む仕組みづくりを

サービス産業の生産性向上が重

要な課題であるという問題意識は

政府も共有するものです。政府で

は、ほかの企業でも応用できるよ

うな個別具体的な企業の成功事例

を提示することで課題解決に向け

た取り組みを行っています。これ

はこれで、今後も進めていく必要

があります。

その一方で、サービス産業全体

や日本社会の構造的な課題を浮き

彫りにし、変えていくことも必要

です。当委員会では、この役割を

担うべきであるとの認識に基づき

検討を行いました。そして今回の

提言では、第１部でサービス産業

が共通して抱える最大公約数的な

課題を示し、第２部で経営レベル

の生産性向上策を整理しました。

高 


